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予習課題 1 
 

 イスラーム的世界秩序観は、イスラーム世界の形成にあわせ、7 世紀から 9 世紀にか

けて成立したと言われている。 
 預言者ムハンマドによって伝えられた唯一神アッラーに帰依(islām)した者を muslim
と呼び、muslim にとっては、世界は「イスラームの家 dār al-islām」と「戦争の家 dār 
al-harb」との二つから構成される。前者はイスラーム法(sharīʽa)が行われている地域、

後者はそうでない地域（＝異教徒支配域）を指す。Dār al-Islām は一つであるはずであり、

イスラーム国家が複数併存することは想定されていない。 
 Dār al-harbはいずれdār al-islāmに含まれていくはずであり、そのためのmuslimの努力

をdjihādと呼ぶ 2。「聖戦」と訳されるのが通例ではあるが、軍事的手段を用いることが

常に想定されているわけではない。Djihādはmuslimの永続的義務である。 
 Dār al-harb の異教徒は harbī と呼ばれ、それはさらに、「啓展の民 Ahl al-kitāb」（一神教

を信じ、啓示の書を持つ。キリスト教徒やユダヤ教徒）とそうでない者とに大別される。Ahl al-kitāb
は、保護(djimma)を受けることができる被保護者(dhimmī)として、自己の宗教等を維持

しつつ、sharīʽa の許容する範囲で dār al-islām において自治生活をすることが許されて

いた。有名な「コーランか、貢納か、剣か」が適用されたのは Dhimmī についてである。

他方、それ以外の harbī については「改宗か死か」の選択しか与えられない。 
 Dār al-islāmもdār al-harbも宗教を単位とした集団（宗教共同体Milla）である。人と人

との結びつきの根拠が宗教であるため、「民族」や「国家」という概念は存立の余地が

ない。法の適用も、muslimかそうでないかを基準に、すなわち宗教を基準とする属人主

義的適用がなされた 3。この観点からも、「国家」や「国境」などは意味を持たない。 
 Dār al-harb にいる muslim にとっての指導者は dār al-islām の指導者であり、dār al-harb
にいる muslim をも含めた全 muslim の共同体 umma を指導するのもまた彼である。ムハ

ンマドは「最後の預言者」であるため、彼亡き後に預言者は存在しない。その後の指導

者は全てムハンマドの代理人であり、khalīfa（ハリーファあるいはカリフ）や imām と

呼ばれる。 
 Dār al-islām は一つであり、dār al-harb は異教徒集団の数だけ存在する。そこで、「国

                                                         
1 特に記さない限り、以下の文章は、鈴木董「イスラム国際体系」有賀貞ほか（編）『国際政治１ 国際政

治の理論』（東京大学出版会、1989 年）81 頁以下、鈴木董「世界秩序・政治単位・支配組織」鈴木董『オ

スマン帝国とイスラム世界』（東京大学出版会、1997 年）45 頁以下、鈴木董「イスラム世界秩序」鈴木董

『ナショナリズムとイスラム的共存』（千倉書房、2007 年）11 頁以下、Dominique Gaurier, Histoire du droit 
international, Rennes, Presses universitaires de Rennes, 2005, pp. 129-142; Mohammed Fadel, “International Law, 
Regional Developments: Islam”, Max Planck Encyclopedia of Public International Law, vol. V, Oxford, Oxford 
Univ.Pr., 2012 に依拠している。 
2 Djihād につき、参照、中田考「シーア派法学における古典ジハード論とその現代的展開」山口大学哲学

研究 15 号（2008 年）1 頁。 
3 本講義では、イスラーム法の「国内」的側面については扱わない。それについては、さしあたり、参照、

佐藤次高（編）『イスラームの歴史 1 イスラームの創始と展開』（山川出版社、2010 年）第 3 章。 
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際」関係は、 
  ①Dār al-islām と dār al-harb との間 
  ②ある dār al-harb と別の dār al-harb との間 
に成立する。もちろん、②についてはイスラーム法は関心を持たない。 
 ①について存在する法規範は、お互いに守るべしとされる双務的なものではなく、dār 
al-islāmの側が自己に課す行為規範である。Djihādが常態なので、①に適用される法規範

のほとんどは、戦争のやり方に関する法（戦争法あるいは武力紛争法）である。もっと

も、muslim側の利益となる場合には、djihādを中断することができ、和平Sulhのために

muslim共同体と異教徒共同体とは契約Ahdを結ぶことができる。契約であるので、これ

は双務的であり、dār al-islāmの側が一方的に破棄することはできないと考えられた。契

約の双務性はコーランに基づくとされる 4。 
 Sulh が成立する場合、ahl al-kitab は dār al-islām に入って活動することが認められる（当

然、一定の行動制限は受ける）。そのような者を、安全保障 amān を受けた者 mustaʽmin と呼

ぶ。Mustaʽmin と dhimmī との間には、一時滞在か永住かという違いしかなく、mustaʽmin
が dār al-islām において長期滞在する場合、dhimmī とみなされるようになる。 
 理念的には djihād が常態であるとしても、現実には毎日毎年戦争を続けることはでき

ない。そこで、本来 djihād の「中断」に過ぎないはずの sulh が現実には常態化してい

くことになる。そして、dār al-islām と sulhの状態にある dār al-harb は平和の家 dār al-sulh
と呼ばれるようになる。Sulh は双務的な Ahd に基づくため、Ahd に基く平時関係は双

務的であり、ヨーロッパ的な「国際法」の発想と親和性を持つ。このようにして、原理

的には dār al-islām ないし muslim の側の自己規制に過ぎない異教徒との関係を、現実に

合わせ、双務的なものにしていく力が働く。 
 Sulh が常態化すると、Musta’min の権利制限を緩和する実践的必要が出てくる。そこ

で、特例として様々な権利が恩恵的に付与されるようになる。これが、のちに capitulation
と呼ばれる現象につながっていく。 
 他方、一つであるはずの dār al-islām は、現実世界では分裂を続ける。スンナ派とシ

ーア派との分裂に始まり、様々な王朝 dawla が並立することになる。それぞれの dawla
は、それぞれが現実に支配する地域における sharīʽa 守護者として正統化された。実際

には各 dawla 内で独自の法規範が成立するが、それはあくまで sharīʽa の実施細則でしか

ない。イスラーム法上、立法権は君主であれ何であれ人間の手中にはなく、唯一神アッ

ラーに属するからである。 
 いずれにせよ、複数の dawla が並立する以上、 
  ③ある dawla と他の dawla との間 
の法関係を説明する必要が出てくる。しかし、この現実をイスラーム統一の理論と整合

                                                         
4 Yadh Ben Achour, « La civilisation islamique et le droit international », Revue générale de droit international 
public, t. 110, 2006, p. 19, p. 22. 
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的に説明する理論化はなされず、慣行の枠内で外交ルールが蓄積されるに至った、と指

摘されている。全ての dawla は一つの dār al-islām の構成員に過ぎず、その相互関係も

sharīʽa で説明されるのが基本となる。既に述べたように、人や物の移動を制限するため

の国境は存在しないが、徴税や軍隊の移動範囲を制限するための境界は認識されていた

ようである。 
 このイスラーム的「国際」関係の把握が大きな変動を受けるのは、第一次世界大戦を

経てオスマン帝国が崩壊し、世俗国家としてのトルコ共和国が成立してからである。ト

ルコ以外の諸 dawla は、西欧諸国の植民地として扱われ、ヨーロッパ国際法の論理が貫

徹されることとなる。 
 では、第二次世界大戦を経て、脱植民地化を果たした後のイスラーム諸「国」間関係

はどのように理解されるか。実は、イスラーム法理論の側からは、現時点においても必

ずしも十分に整理はできていないようである。イスラーム法から見ると、「主権的イス

ラーム国家」なるものを認めることはいかにしても困難だからである。 
 それでも、現状に合わせて、「イスラーム国際法」の構築が試みられている。たとえ

ば、djihād が状態であると説明されていたのは、その当時の国際関係が敵対的なものだ

ったからであって、国連憲章の諸原則（国連憲章 1 条・2 条参照）を前提とする現在の

国際社会においては、muslim の信教の自由が確保される国は dār al-harb とはみなさない、

というような説明である。しかし、これも所詮イスラーム国と非イスラーム国との関係

に関するものであって、イスラーム国相互関係についての理屈ではない。 
 さらに、しばしば米国やイスラエルに対する djihād がイスラーム法上の義務として主

張されるように、現在においてもイスラーム法が国際関係をも規律する法規範として妥

当しているとの理解が広く見られることにも、留意が必要である。 
 
 

http://www.un.org/en/documents/charter/

